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大田区おとしより介護応援手当条例 

（目的） 

第１条 この条例は、身体上又は精神上の障害のため日常生活に著しい支障のあ

る高齢者に、おとしより介護応援手当（以下「手当」という。）を支給するこ

とにより、これら高齢者及び介護している家族の精神的及び経済的負担を軽減

するとともに、在宅における日常生活を支援し、もって福祉の増進を図ること

を目的とする。 

（支給要件） 

第２条 手当の支給を受けることができる者（以下「受給資格者」という。）は、

65 歳以上の高齢者で、次に掲げる要件に該当するものとする。 

(１) 区の区域内（以下「区内」という。）に、現に引き続き６月以上住所を

有すること。 

(２) 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第７条第１項に規定する要介護状

態区分が、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等

に関する省令（平成 11 年厚生省令第 58 号）第１条第１項第３号に規定する

要介護３、同項第４号に規定する要介護４又は同項第５号に規定する要介護

５と認定され、かつ、現に引き続き寝たきり又は認知症の状態にあること。 

（手当の額） 

第３条 手当は、月を単位として支給するものとし、その額は、１月につき２万

円とする。ただし、受給資格者が東京都重度心身障害者手当条例（昭和 48 年東

京都条例第 68 号）に基づく重度心身障害者手当（以下「重度心身障害手当」と

いう。）を受給している場合にあっては、当該重度心身障者手当の支給期間に

おける各月分として支給する手当の額は、１万円とする。 

（受給資格の認定） 

第４条 受給資格者は、手当の支給を受けようとするときは、区長に申請し、受



 

給資格の認定（以下「認定」という。）を受けなければならない。 

（支給期間等） 

第５条 手当は、認定の申請をした日の属する月から手当を支給すべき事由が消

滅した日の属する月まで支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、認定を受けた者（以下「受給者」という。）が次

の各号のいずれかに該当するに至ったときは、当該事由が継続する間における

各月分の手当は支給しない。 

(１) 規則に定める施設に入所し、又は入院したとき。 

(２) 第２条第２号に規定する要件を備えなくなったとき。 

（支給の始期の特例） 

第６条 前条第１項の規定にかかわらず、災害その他やむを得ない事由により認

定の申請をすることができなかったと区長が認める場合であって、当該事由が

やんだと区長が認める日から 15 日以内に認定の申請をしたときは、当該事由に

より認定の申請ができなくなった日の属する月から手当を支給する。 

（支払期日） 

第７条 手当は、毎月支払う。 

（受給資格の消滅等） 

第８条 受給資格は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは消滅する。 

 (１) 死亡したとき。 

 (２) 区内に住所を有しなくなったとき。 

 (３) 手当の支給を辞退したとき。 

２ 偽りその他不正の手段により受給資格を取得した者があるときは、区長は、

その者に係る認定を取り消すことができる。 

（手当の返還） 

第９条 偽りその他不正の手段により手当を受けた者があるときは、区長は、当



 

該手当をその者から返還させることができる。 

（届出） 

第10条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかにその旨を区

長に届け出なければならない。 

 (１) 第５条第２項に該当するとき。 

 (２) 第８条第１項第３号に該当するとき。 

(３) 住所又は氏名を変更したとき。 

 (４) 重度心身障害者手当を受給するに至ったとき。 

 (５) 前各号に掲げるもののほか、区長が特に必要と認める事項に該当すると

き。 

（状況調査） 

第11条 区長は、必要があると認めるときは、受給者又は同居の親族に対し報告

を求め、又は生活状況等について調査を行うことができる。  

（委任） 

第12条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

付 則 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 第４条の規定に基づく申請及び認定の手続は、この条例の施行の日前におい

ても行うことができる。 

 （提案理由） 

 65 歳以上の高齢者が寝たきり又は認知症の状態になった場合、おとしより介護

応援手当を支給することにより、高齢者の生活の安定と福祉の増進に寄与するた

め、条例を制定する必要があるので、この案を提出する。 


